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はじめに 〜軍拡路線で戦争・軍需経済か、憲法擁護で生活充実・平和・福祉経済か〜

１.軍拡推進の昨今だが、現代の戦争は、突発的な事態でなく戦争ビジネスで利益を追求する軍需大資本の運動！対米従属国家
の日本は、防衛予算を2倍化する軍拡路線（GDP比２％5年で43兆円）で、米日軍需大資本の利益に貢献。
＊＊経団連副会長稲山嘉寛発言「戦争で需要が伸びる、どこかで戦争でもないと、不況脱出は難しい」（1977年11月記者会見）
２.そもそも軍需経済は、生産される兵器も投入される資源も、経済活動にとって再生産外の消耗＝無駄にほかならない。しかも、
もっぱら少数の軍需大資本が防衛予算を独占し、もうけるだけ。日本経済への波及効果は限定的。
３.現代の軍需経済は、政府・官僚機構・財界の三位一体的な構造に支えられ、ICT革命・ロボット開発・ＡＩ・宇宙開発・サイバー攻
撃など、科学技術の発展を取り込む「先端産業」として育成されている。各国の軍事予算に支えられた戦争ビジネスは、予算配分で
防衛予算を聖域視し、拡大する一方で、社会保障や生活関連予算を削減する。戦前の軍事大国日本の例を見ても、軍事と福祉は
両立不可能である。
４.ウクライナ戦争などを理由に政府は、防衛費増額の財源として「建設国債」を発行し、基地の整備などに充てる憲法違反に踏み
出す。だが、すでに国債発行残高などの政府債務総額は、日銀引受の国債増発で軍事費を調達し、世界大戦に参戦した終戦時と
同水準のＧＤＰの2.7倍に達する「政府債務大国」に陥っている。もう逆立ちしても軍拡のための財源は出てこない。しかも、財政資金
調達のために増発された国債の過半を日銀が保有する。現代日本の国家財政は財政法4条・５条違反での日本銀行による財政ファ
イナンスで成り立つ危機的事態である。
５.この先、さらに軍拡財源として国債が増発され、政府債務を積み増すと財政危機を誘発する。また大量の国債を抱え込んだ日
銀の信用不安を招き、円暴落の通貨危機を誘発する。倍増した防衛予算の恩恵は米日の少数の軍需大企業の経営を好転させる
だけで、日本経済の底上げには貢献しない。賃上げが物価高に追い付かず、生活苦が深刻化し、国民の反発は強まり、早晩、軍拡
路線は頓挫するであろう。
６.憲法第９条と２５条を守る市民運動は、アジアの平和と日本経済の再生を先取りする、先進的な市民運動である。
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２. 国家予算が示す日本の姿 〜進展する暮らし犠牲の「戦争国家」づくり〜
「高市早苗首相の下で、日本が国際的な防衛産業大国となるべく本格的に乗り出そうとしている」米bloomberg 25.10.27
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３年で３.３兆円も増えた軍事費＝防衛関係費
伸び率最大9.5％、なのに 社会保障はわずか1.5％増
インフレ物価高で社会保障関係費は実質マイナス

戦後最大の防衛関係費と財政法違反
一般会計歳出予算の7.5％に達した防衛関係費

VS 文教科学費4.8％、公共事業費5.3％

借金（公債）と消費税に依存する歳入
歳入の4分の1は公債発行金依存の火の車財政
税収最大の21.6％は消費税依存＝暮らし直撃
法人税はわずか16.7％に過ぎない＝企業優遇



３. 防衛予算拡大が破壊する国民生活と社会〜戦前VS戦後〜
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予算の配分割合はその国の姿を忠実に反映する
鏡

日本財政は戦前の軍事国家から戦後の平和国家へ大転換

戦前の一般会計歳出の最大費目は、「防衛費」
太平洋戦争突入の1941年の最大費目は「防衛費」50.2％
国民の生存権を保証する「社会保障費」は2.3％で最小費目

戦後の一般会計歳出の最大費目は、「社会保障費」
2025年度の当初予算では「社会保障費」が33.1％で最大費目
倍増したが 、「防衛費」はまだ7.5％の「平和国家」

国債発行で将来所得を先取り消費した日本の財政運営
大戦後爆発的なインフレ（5年で約350倍）で政府債務の負担軽減
預金封鎖と最高税率90％台の財産税徴収で政府債務返済
戦後は戦争してないのに政府債務の返済の「国債費」が24.4％へ

 社会保障の充実は経済成長と両立する
先進国日本ではサービス産業が7割以上を占め、製造業は2割弱
だが、軍拡は経済を破壊する再生産外の浪費なので、日本経済は停滞

資料：大蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史ー総説』（第１巻、東洋経済新報社、277ページ）及び財務省ＨＰ、参議院予算委員会調査室『財政関係資料集』より作成
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今後5年43兆円（不足17兆円）防衛財源＝財政法違反
＊日本の未来を担う教育予算を削り2倍の軍事予算！

3.5兆円の決算剰余金繰入＝国債償還費の横取り
1.6兆円の建設国債発行で自衛隊施設
3.0兆円歳出改革で捻出＝生活関連予算削減へ

日本の防衛予算は米国と軍需企業の最高の販売市
場

バイデン・岸田会談＝5年で43兆円の軍拡予算
世界最大の軍需企業アメリカのロッキード・マーチン社から
1機100億円のF35戦闘機105機、800億円のイージス・アショ
アを2セットTHAAD(高度防衛ミサイル）1セット1000億円
合計1兆3000億円の兵器を爆買い（2018年トランプ・安倍会談 ）

アメリカ軍需企業の販売市場となる各国の国防予算
アメリカの巨大軍需企業は日本など各国軍事予算を兵器の販売市場
米軍需企業25社の役員の台湾訪問

中国の抗議
「米国は絶えず戦争を引き起こしてきた。湾岸戦争、コソボ戦争、アフガニスタン戦争、
イラク戦争。誰もがその代償を払わされ、米国の政治屋をコントロールする軍産複合
体だけが勝利した。・・ 240年余りの歴史の中で、米国が戦争に関与しなかった期間は
20年足らずだ 」（中国『人民網』2022.4.11）

４. 「新しい戦前」の到来・防衛費倍増・米国からの兵器爆買い



５. 世界各国の防衛予算＝軍需市場・戦争ビジネスを支配するアメリカ
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戦争の背後に軍需企業（死の商人）の戦争ビ

ジネス＝各国の軍事予算総額2024年＝370兆円！
戦争ビジネスは「マッチポンプ」のビジネス
戦争ビジネスは、まず❶兵器の生産・販売で利益

次に❷戦争で破壊した後の復興ビジネスの利益、
ウクライナ復興関連費用10年で約143兆円

戦後世界の武器輸出総額の4割を独占するア
メリカの軍需産業

日本の防衛費倍増はアメリカの要請、米国防次官
は日本にGDP比3%の防衛費要請

アメリカの対中国戦略（軍事＋経済）の最
前線に立たされる日本・日米軍事司令部の統合
日本をアジア支配の先兵にする米国（中国仮想敵国
視、台湾有事への参戦）九州から台湾に至る南西諸島へ

の中距離弾道ミサイル配備、経済安保で日本の技術・研究成
果をアメリカの手中に封じ込め

表１世界の兵器輸出・輸入国トップ10（2020−24年） 表２世界の兵器メーカートップ10（2023年）

輸出国 世界シェア 輸入国 世界シェア 国籍 軍需収入

1　アメリカ 43.0% 1　ウクライナ 8.8% 米国 億ドル608

2　フランス 9.6% 2　インド 8.3% 米国 406

3　ロシア 7.8% 3　クエート 6.8% 米国 355

4　中国 5.9% 4　サウジアラビア 6.8% 米国 311

5　ドイツ 5.6% 5　パキスタン 4.6% 米国 302

6　イタリア 4.8% 6　日本 3.9% 英国 298

7　イギリス 3.6% 7　オーストラリア 3.5% ロシア 217

8　イスラエル 3.1% 8　エジピト 3.3% 中国 208

9　スペイン 3.0% 9　アメリカ 3.1% 中国 205

10　韓国 2.2% 10　クエート 2.9% 中国 160

資料：TRENDS IN INTERNATIONAL ARMS TRANSFERS, 2024, 資料：The SIPRI Top 100 arms-producing and

     SIPRI Fact Sheet March 2025,より作成  military services companies in the world, 2023

6 BAE Systems

7 Rostec

8 AVIC

9 NORINCO

10 CETC

順位・企業名

1 Lockheed Martin Corp.

2 RTXレイセオン

3 Northrop Grumman Corp.

4 Boeing

5 General Dynamics Corp.
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６. 日本の10大軍需企業・防衛省・政権与党の政・官・財癒着（2021-22年度）

出所：防衛装備庁『中央調達の概況』2021年版、65ページ、『週刊ダイヤモンド』2022年8
月27日号、60ページ、より作成
注：政治献金は自民党の政治資金団体「国民政治協会」への2020年の寄付額。上位5社が受注
額の54％、10社なら67％を独占

天下り
人数

政治献金
（万円）

防衛装備受
注額（億円）

受注額の割
合（％）

三菱重工 22 3,300 4,591 26.8%

川崎重工 13 300 2,071 12.0%

三菱電機 15 2,000 966 5.6%

ＮＥＣ 20 1,500 900 5.2%

富士通 9 1,500 757 4.4%

東芝インフラシステムズ 16 ー 664 3.9%

ＩＨＩ 17 1,000 575 3.3%

ＳＵＢＡＲＵ 5 1,700 417 2.4%

日立製作所 4 5,000 342 2.0%

小松製作所 3 800 183 1.0%

その他合計額 ー ー 17,121 100.00%

安倍政権以降加速した日本の軍事化

安保法制・防衛装備庁・経済安保法・安保3文書・・・ 米政府主導FMSで兵器爆買い強要

防衛生産基盤強化法の可決23.6

1)兵器製造の基盤強化・国庫負担、 2)「武器輸出」の円滑化・助成金 、3)製造施設の
国有化・金融支援

憲法９条の改憲で「戦争する国」が動き出す

天下りと政治献金で防衛予算を独占

少数特定の軍需産業に利益、経済的波及効果はない

三菱重工など上位5社で54％、10社なら67％を独占

＊大軍拡予算で、三菱重工の兵器受注高は23年度に前年度比4.6倍の1兆6803億円円へ

現代の軍拡は「軍産学複合体」で推進

大学の研究能力が軍事に動員され、学問の自由の侵害、学術会議法の改悪

研究費でテーマ誘導、教員の生活不安（国立大6割が任期付）

日本の科学技術の発展が阻害され、世界水準にたち遅れ 「日沈む国」へ転落

出所：『赤旗』2023年10月22日
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第一次大戦直後のドイツでは1兆倍のインフレ発生
＝価値を失い紙屑になったお札
第二次大戦直後の日本では約350倍のインフレ発生

ミ ライスピーカー
株式会社サウンド ファン

「 親のテレビの音がう るさい」 →特許搭載スピーカーを使った結果

ト ッ プ  >  日刊SPA！PLUS >  カネで読み解く ビジネスマンのための歴史講座「 第1講・ ハイパーインフレーショ ンとはどのよう な

ものか？」

2016年10月25日

カネで読み解く ビジネスマンのための歴史講座「 第

1講・ ハイパーインフレーショ ンとはどのよう なも

のか？」

紙幣で遊ぶ子供たち

　 ハイパーインフレはなぜ起きた？　 バブルは繰り返すのか？　 戦争は儲かるのか？　 私たちが学生時

代の時に歴史を学ぶ際、 歴史をカネと結び付けて考えることはほとんどありませんでした。 しかし 、

「 世の中はカネで動く 」 という 原理は今も昔も変わり ません。 歴史をカネという 視点で捉え直す！　 著

作家の宇山卓栄氏がわかりやすく 、 解説します。

ド イツで起きたハイパーインフレ

　 著名投資家ジョ ージ・ ソロス氏は日本銀行の「 異次元金融緩和」 により 、 円相場が崩壊し 、 破局的な

円安に陥ると 、 繰り返し主張してきました。 円の価値が暴落し 、 極端なインフレが発生するという ので

す。 ソロス氏だけではなく 、 多く のエコノ ミ スト が円相場暴落を指摘し 、 中にはハイパーインフレーシ

ョ ンが起きると主張するエコノ ミ スト もいます。

　 歴史上、 通貨の破局的な暴落の代表的な例が第1次世界大戦後のド イツです。 第1次世界大戦で敗北し

たド イツでは、 物価が1兆倍に上昇するという ハイパーインフレーショ ンが起こり 、 経済がマヒしていき

24時間更新

人気ランキング

ギリギリの車上生活をする非正規40

代。 24時間営業のジムに駐車、 公園

で洗濯――失. . .

2022年11月05日

性被害を受けた元自衛官が“女性の

先輩に言われたこと ”。 悪しき伝統

をなく すためには

2022年11月09日

ユニクロの定番アウター「 過去イチ

のクオリティ 」 とプロも大絶賛の理

由

2022年11月08日

SEを早期退職後、 交通警備員に。 先

輩や隊長から怒鳴られる日々――失

業の恐怖ト ッ プ . . .

2022年11月06日

セクシー女優の個性がステージ上で

炸裂。 歌やダンスで“違う 顔“を見せ

る瞬間

2022年11月09日

新着記事

30代元自衛隊幹部が悲惨なパワハラを告白「 コ

ンパスで手の甲を刺され…」

2022年11月14日

佐久間宣行、 フリー1年目を振り返る「 新し く

働き直してるよう な気分」

2022年11月14日

「 代わる人がいない」 という 理由だけで、 死に

体の政権が続く 日本／倉山満

2022年11月14日

月収20万～40万円稼ぐ自称“ド 底辺”グラド ル

兼ライターの仕事ぶり

2022年11月13日

  

新着 ニュース エンタメ ライフ 仕事 恋愛・ 結婚 お金 カーライフ スポーツ デジタル

古くなった飛行機の墓場・米アリゾナ州空軍基地＝資源の壮大な浪費７. 戦争・軍需経済の帰結の画像



８. 日本の選択＝憲法９条に則るアジアとの共存共栄
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出典：『日本経済新聞』2022年10月18日

出所：『日本経済新聞』2022.10.18

2000年
8.5兆ドル

中国１兆ドル＝12％
日本５兆ドル＝59％

2024年
34.7兆ドル

中国18兆ドル＝52％
日本4兆ドル＝12％

アジア経済圏における日本と中国のシェアの推移

出所：IMF：World Economic Outlook Databases

日本最大の貿易相手国はアメリカから中国へ
日本の経済成長を支える貿易相手国は、米国（15％）でなく中国が最大で(22.2％）、

日本の輸出入総額の半分（49.5％）は、アジア諸国に依存する時代

産業革命以来、世界最大の経済圏はアジア31%に移行し、北米28%、欧州25%の順

観光収入８兆円も、中国・台湾・韓国のアジア依存

現在の軍拡路線＝日本崩壊へ
日本の最大の貿易相手国の中国から２ヶ月間８割の輸入が途絶しただけで、部材

など１・４兆円が調達できず、生産額で５３兆円、ＧＤＰの約１割が消失。食料輸入

が激減するので、極度の食料不足に陥り、生活が破壊される。日中対立は、企業

も、国民も、誰一人として望まない。

東アジア連合（ＥＡＵ）の結成
・対米従属的軍事国家でアジアからの孤立と「台湾有事」で戦禍の国か、世界経済

の中心に成長した大アジア経済圏の主翼となるか ＊ ASEAN主導の「東アジアサ

ミット」の発展

・ 日本の役割は、アジアで真っ先に経済大国になった成果と戦後の平和国家の実

績をもとに、武力でなく話し合いで東アジアをまとめること。憲法擁護と平和外交の

推進、日中接近を妨害しつつける米国から独立する脱対米従属国家。尖閣諸島・

竹島問題は、国境がある限り解決不能なので外交により共同管理することで解消
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＊中国の李克強総理は岸田首相に「引っ越すことのできない隣人である中日は、共に政治・経済・貿易・人的・文化的分野で両国間の協力強化に尽力し、両国関係の安定
した健全な発展を推進するべきだ」と表明。」（人民網日本語版 2022年11月14日 ）、毎年、日本の財界代表・トップ200人ほどが中国を訪問し、中国の総理や財界と交流
*王毅外務大臣「中日韓にはいずれも『遠くの親戚より近くの隣人』という諺がある。不安定かつ不確実性が増す国際情勢の中で、この東洋の知恵に満ちた格言
は3ヶ国協力の現実的意義を一層際立たせる」と強調 （人民網日本語版 25.3.22 東京で日本の石破茂首相と中日韓3ヶ国の外相による会談 )

９．展望ー平和福祉国家日本の実現とアジア諸国との共存共栄

社会保障の充実と賃上げによる物価・不況対策と安定成長へ〜福祉と成長が両立する時代
〜

＊日本の景気は、賃金削減・重税と将来不安による需要不足による消費不況、ここにインフレ物価高が襲う
＊公共事業より社会保障が大きな経済効果（同一金額の投入で発生する雇用、9,970人 VS 24,786人）
＊サービス業が7割強の成熟した経済国日本では、社会保障・福祉の充実と経済成長とが両立する時代

ヒト・モノ・カネの地域循環型経済と世界第４位経済の富の公平な再分配
＊食料・エネルギーを自給し、ヒト・モノ・カネの地域循環型経済が不可欠（カネを地域に投資する米「地域再投資法」）
 ＊地域経済を担う中小商工業への賃上げ支援・インボイス廃止・所得税の基礎控除引上げ・社会保険制度の改善
＊公共事業は生活関連の小規模公共事業とインフラの補修に重点化（少子高齢社会型）
＊金融取引税などの導入でマネーの暴走を抑制、投機と為替相場に振り回されない日本経済

日本経済再生の目前のモデルと再興するアジア諸国との平和共存共栄の道
＊企業国家（国民生活より企業利益優先）か、軍事国家（軍事経済の米国）か、福祉国家(社会保障の充実)か
＊対米従属的軍事国家でアジアからの孤立と戦禍の国か、世界経済の中心に成長した大アジア経済圏の主翼となるか

＊欧州連合（ＥＵ）のような東アジア連合（ＥＡＵ）を形成し、外交の力によって紛争を解決すること

＊日中韓での尖閣諸島・竹島問題は、国境がある限り解決不能なので外交により共同管理することで解消

http://j.people.com.cn/
http://j.people.com.cn/
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